
1．はじめに

　連動装置は，列車の位置や進路に関する指示に基づき，
信号機や転てつ機等の現場機器相互の連鎖を確保しなが
ら，駅構内の現場機器制御を行うものである。その機能
はリレーや電子計算機などにより実現されてきた。従来
から存在するリレーによる連動装置（継電連動装置）で
は，駅毎もしくは駅構内を分割した小単位毎に設ける構
成が採られてきた。近年電子計算機による連動装置（電
子連動装置）も広く利用されるようになった。電子連動
装置も当初は駅ごとの構成のみであったが，最近では同
一線区上の複数駅を制御する集中連動方式の開発や実用
化が進んでいる。集中連動方式は，連動装置の維持管理
の集中化など保全面等での効果があり，特に地方線区に
おける運営の低コスト化に貢献している。
　鉄道総研では，集中連動の概念を拡張し，クラウドコ
ンピューティングの概念を導入することで，電子連動装
置の論理演算機能を異なる線区の複数の駅に対してサー
ビスとして供給する，クラウド型連動装置の開発を進め
ている。本報告では，最初に現状の連動装置の課題をも
とにクラウド型連動装置のコンセプトをまとめ，解決す
べき技術課題について述べる。次に，クラウド型連動装
置の実現方法として提案する構成と各部の機能仕様の概
要を示す。最後に，その実現性についてシミュレーショ
ンにて検討した結果を示す。

2．連動装置のクラウド化のコンセプト

　クラウド型連動装置の開発を進めるにあたり，各種連

動装置の現状を把握し，どういった形態での装置の実現
が望まれるか検討を行った。

2. 1　連動装置の現状
　駅構内の列車の進路を制御する連動装置は，論理演算
を行うハードウェアによって，機械連動装置，継電連動
装置，電子連動装置等に大別される。
　現在では電子連動装置は，JR各社の連動装置の約
40%を占める。1985年の東神奈川駅での実用化から 35
年を経ており，今後高経年の設備が増加することから，
寿命延伸に対する技術開発のニーズが高まっている。一
方，中小鉄道事業者の連動装置の 80%を占める継電連
動装置は，1960年代に多く導入された。現在，その多
くが 50年を越える経年と推察される。連動装置の更新
は，結線や配線の作成と審査，施工のための設置スペー
スや建屋の確保，新旧を並立させるための配線工事，新
旧切り替えての動作確認等，更新までの工数が多い。更
新の容易化に対する技術開発のニーズは高いと考える。
　連動装置は駅構内で 1台，進路数の多い大駅では複数
台用いる構成が一般的であるが，近年，同一線区の複数
の駅を 1台の電子連動装置で所掌する「線区集中連動装
置」が開発，導入されている1）2）。線区集中連動装置では，
論理の演算を行う 1台の論理部と，現場機器を制御する
ための電子端末を各駅に設置し，論理部と電子端末間を
伝送回線で接続している。線区全体を 1つの駅構内と同
様に処理することで，論理部の台数削減に加えて，駅間
の閉そく装置の機能の内包が可能となった。集中連動装
置は，進路数が少ない地方線区のほか，整備新幹線でも
導入されている3）。
　また，連動装置と現場機器，現場機器相互の制御や表
示情報の通信手段に従来の 1：1の接続に代わり，ネッ
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トワークを利用する「ネットワーク信号」が 2004年か
ら開発され4），一部線区で導入されている。

2. 2　連動装置の課題とクラウド化
　現在の連動装置は制御対象の駅や線区沿線に設置する
制約があり，電子連動装置のように信頼性確保のための
冗長系を設ける場合であっても，同一機器室内に設ける
構成がとられている。そのため，大規模災害や地絡事故
等による連動装置の全損が発生した場合に復旧に多大な
時間を要する問題が顕在化している。また，前述の通り
更新時の工数や機器室等の付帯費用の高さから，特に資
金力の弱い中小鉄道事業者においては，更新を行う行為
そのものに困難さがあることが課題である。
　ネットワークを活用した計算資源の提供方法の一つと
して，ソフトウェアやデータをネットワーク上のサーバ
群から提供する「クラウドコンピューティング」がある。
サーバの物理的位置や台数，個々のサーバの稼働状況を
意識させずに，利用者にサービスを提供する形態は，サー
バに対する災害や更新に関して頑健であることが期待さ
れる。この利点は，現在の連動装置における課題点に対
しても有効となりうる。そこで，連動装置の機能をクラ
ウドコンピューティングに類似した形態で提供する装置
を「クラウド型連動装置」と定義し，その利点と課題に
ついて検討を行った。

2. 3　クラウド型連動装置の実現形態と期待される効果
　図 1にクラウド型連動装置の実現イメージを示す。鉄
道事業者やメーカ等が保有する「連動センター」に連動
装置の論理演算機能を集約し，各駅の現場機器を直接制
御する形態としている。また，現在の連動装置とは異な
り，連動センターが所掌する被制御駅は単一の駅や線区
に限定されず，異なる線区の複数駅を被制御駅とするこ
とを可能とする。連動センター内では，処理対象駅を正
副複数の連動論理部に対して割り当てることにより，現
在の電子連動装置と同様に故障時の冗長性を確保する。

また，運行管理装置や CTC等に対して進路制御の入力
と，在線位置や進路，信号機の現示等の表示情報の出力
を行う機能を有する。
　期待される効果としては，以下が挙げられる。
①　災害への強靱化
　連動センターの物理的位置が，特定の駅や線区の沿線
でなければならないという制約を受けないため，地震や
水害を受けにくい箇所へ連動センターを設置することに
よる災害の強靱化が期待できる。また，異なる箇所に設
置されている連動論理部を連携させて仮想的な「連動セ
ンター」を構成する形態では，稼働系と冗長系が異なる
箇所で処理を行うため，更なる強靱化が期待できる。現
場機器に関しても災害発生時にケーブルが断線しても，
無線で接続することにより仮復旧するということも期待
できる。
②　機器更新に伴うコストの削減
　処理対象駅を稼働中の連動論理部に移動させることが
可能となるため，連動論理部の更新に伴う処理の停止は
最小限となる。また，ハードウェアやソフトウェアの動
作確認について，更新した系に対して稼働系と同じ入力
を与えて照合することにより，動作試験で照合すべき進
路や操作の一部を代替することが可能となり，照合試験
における工数削減が期待される。さらに連動装置更新に
付帯する配線作業や機器室新設等の工数が削減されるた
め，クラウド化以降の更新については，機器と付帯工事
に関するコスト低減が期待される。
③　サービスとしての連動論理処理の提供
　複数駅の連動論理処理を行う機能により，クラウド型
連動装置の余剰な処理能力の他社や他線への提供や，複
数鉄道事業者の連動論理処理の実施を前提とした，連動
論理処理のサービス化が実現できる。異常時の対応や責
任分界等の課題はあるものの，連動論理処理の対価とし
て利用料を徴収する，サブスクリプション方式の Inter-
locking（連動）as a Service（IaaS）と呼べるビジネス
モデルが成立しうる。

2. 4　海外の動向
　日本国内とほぼ同時期に Interlocking as a Serviceの概
念が提唱された欧州では，既存の電子連動装置をベース
に遠隔，集中配置した連動装置と IPネットワークを介
した現場機器の制御技術を組み合わせた連動装置の開発
と実用化が進められている。ドイツ鉄道の DSTW5）

（Digitales Stellwerk，デジタル連動）や，Siemens社の
SIMIS IaaS6）が代表例であり，2018年頃から実証試験
を兼ねた実用化が進められている。DSTWは保守の集
中化や遠隔制御などのクラウド連動のメリットを，1箇
所に電子連動装置を多数配置することで実現する形態で
ある。図1　クラウド型連動装置の実現イメージ
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3．クラウド型連動装置の基本構成の検討

3. 1　�現在の電子連動装置の処理手順とクラウド型連動
装置における技術的課題

　現在の電子連動装置の論理部は通常，稼働系と待機系
の 1組の論理部から構成されている。装置が処理する連
動論理は，内部に各駅の論理を ROMやストレージ等に
より入力し，処理時には高速な RAM上に読み出した上
で実行している。連動装置と処理対象駅は 1：1ないし
1：Nとして固定的に対応づけられており，稼働しなが
ら対象駅を変更することはできない。
　入出力や論理演算等の処理は，設計時に定めた一定周
期毎に実行される。処理対象駅が複数存在する場合で
あっても，入出力や論理演算は一定時間周期毎に 1回の
タイミングで全駅をまとめて実行する。そのため，工事
等で処理を停止させる場合に特定の駅のみ処理を停止さ
せることはできず，処理対象駅全てを停止させる必要が
ある。また，論理を変更する際には，変更箇所のみなら
ず他駅の制御に影響する可能性がある。
　現在の電子連動装置は安全性の確保のために，2組な
いし 3組の CPUとメモリを備え，処理過程や処理結果
を照合して不一致があった際に安全側動作に移行する，
フェイルセーフ CPUを用いている。
　また，装置間の通信手段にネットワークを用いる連動
装置等は，専用のネットワークを構成し，装置間の通信
遅延に上限を設けてそれ以上の遅延を許容しない構成を
採用している。
　したがって，クラウド型連動装置を実現するためには，
以下の（a）～（c）の技術的課題を解決することが必要と
なる。また（d）については，処理対象駅が数百を超え
る大規模システムを低い初期コストで実現する際に必要
となる。
（a）駅ごとの処理の独立性を確保した処理手法
（b）連動論理部への処理の割当および管理手法
（c）ネットワークの遅延を許容する処理手法
（d）汎用 CPUによる高安全な連動論理処理手法
　本稿では，（a）～（c）の開発について述べる。以下各
節において検討概要を示す。なお，（d）についてはネッ
トワークを介して多数決を行うフェイルセーフ構成を提
案しているが7），まだ基礎検討の段階である。そのため
連動論理の処理については，既存のフェイルセーフ
CPUを用いる前提でシステムの検討を行った。

3. 2　駅ごとの処理の独立性を確保した処理手法
　現在の電子連動装置で複数駅を取り扱う場合，論理演
算や入出力は駅ごとに細分化せずに一括で処理を行う方
式を採用しているが，クラウド型連動装置においては駅
ごとの処理の独立性を確保することが機能上必要とな

る。そこで，電子連動装置が周期的に行っている処理を，
共通処理と各駅個別の処理に分けた上で，それぞれを連
動装置の処理能力を細分化した単位（セグメント）に割
り当てて順次実行する方式を提案する。
　図 2にセグメントの分割と処理の割り当ての概念を
示す。図 2の「seg.」はセグメントの略である。各駅で
個別に実行する処理としては，制御情報の作成，入出力，
列車追跡処理，論理演算，各駅固有のデータに関する
ROMおよび RAMのチェック，ウォッチドックタイマ
の出力が挙げられる。各駅の進路数やリレー数によって
入出力や論理演算に必要な処理能力は異なるため，進路
数の多い駅にはセグメントを多く割り当てることが必要
となる。図 2に示す例では，一定処理周期で実行してい
る処理を 8セグメントに分割し，1番目と 5番目のセグ
メントを共通処理に割り当てて，2番目に A駅の処理を
3～4番目に B駅の処理を割り当てている。また，5～7
番目は余剰の処理能力である。このようにセグメント単
位で処理を割り当てることにより，処理順序を定義づけ
ることができる。更に，連動論理部毎の余剰処理能力を
定量的に示すことが可能となる。

3. 3　連動論理部への処理の割当・管理手法
　複数の連動論理部を組み合わせて多数の駅の連動装置
の機能を提供するクラウド型連動装置では，複数の連動
論理部に処理対象の駅を割り当てる機能が必要となる。
また，連動論理部の動作が停止した場合等の処理が正常
に実施できない場合には，他連動論理部の余剰セグメン
トへ処理を動的に再割り当てする機能が必要となる。こ
れらの実行制御機能を担う「コントローラ」を連動論理
部と対で設けることで，連動論理部の機能は現在の電子
連動装置を踏襲しながらも，多数の連動論理部を連携さ
せる機能を実現する手法を提案する。ここでコントロー
ラは連動論理データを保有し，連動論理部は必要に応じ
てそのデータをダウンロードする。複数のコントローラ
が存在する場合は連動論理データを共有し，協調して連

図2　セグメント分割と処理の割り当て
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動論理部の計算資源の割り当てを行う。
　コントローラによる動的割り当て機能により，連動論
理部については必要とする負荷に応じてその数量の増減
が可能，すなわちスケーラブルとなり，保守による部分
的な停止や更新も実現可能となる。
　図 3にシステム構成を示す。システムは，コントロー
ラと連動論理部のほか，現場機器と接続する現場端末，
連動用ネットワーク上の情報を取得し記録する監理端
末，進路制御端末，データ書き換え装置から構成される。
コントローラ相互間，連動論理部と現場端末間，進路制
御端末と連動論理部間はそれぞれネットワークで接続す
る構成としている。
　ネットワークについては，図 3では有線としている
が，無線による接続も可能である。接続する機器はホワ
イトリスト形式で共有し，リストにない機器からの接続
は無視する。新たな機器の追加時はデータ書き換え端末
を通じてリストを更新する。暗号化や認証といったセ
キュリティ対策が必要であり，認証サーバも設ける。た
だし，クラウド型連動装置に特有となるセキュリティ要
件はなく，利用するネットワークの種類や特性に応じて
セキュリティ要件を定める必要がある。特に無線を使用
する場合などはセキュリティ対策の強度を上げる必要が
ある。

3. 4　伝送遅延の影響を小さくする連動論理
　現在の電子連動装置等では，連動論理部で扱う現場端
末の情報が所定の周期内に全て揃う（同期する）ことを
前提に，軌道回路や転てつ機等の表示情報等を入力とし
た論理演算を一定周期で行っている。現場端末からの情
報の欠落や遅延が発生した場合，連動論理部の処理が停
止するため，伝送遅延や端末の処理時間に対しては相応
の性能と信頼性が要求されている。
　しかし，連動論理部と被制御駅，連動論理部相互を物
理的に離れた位置に配置することを許容するクラウド型

連動装置において同様の前提条件を置くことは，ネット
ワーク設備等のコスト増加の要因となりうる。また，信
号機器をネットワークで接続する考え方がより一般化し
た際に，低コスト化や保守性向上の観点から，有線に限
らず，無線等の多様な伝送方式に対応できることが望ま
しい。このため，連動論理部で扱う現場端末の情報が一
定周期内に全て揃うことを前提としない，連動論理部と
現場機器の非同期動作を実現し，かつ情報の欠落や遅延
が連動装置の機能に与える影響を低減する方法を開発す
ることが必要である。
　現在の連動論理は，バイナリ表現の「1」と「0」，リレー
の「動作」と「落下」等の 2値論理を基本としている。
非同期動作では，伝送の遅延による情報の「不定」の状
態を考慮する必要があるため，コンピュータを用いた信
号装置の黎明期において研究がなされた 3値論理によ
る手法を提案する。3値論理は，「不定」状態に対する
演算方法の違いにより，C形フェイルセーフ論理（「不
定」に基づく演算結果はすべて「不定」）やφ形フェイ
ルセーフ論理がある。後者は入力に「不定」が含まれて
いても，出力に影響がなければ「0」や「1」に確定す
ることから，「不定」状態による処理の遅延を改善する
効果が見込まれる。また，連動論理を構成する論理式に
は変更を必要としないため，現在の電子連動装置で用い
られる結線入力方式やマトリクス方式のデータをそのま
ま適用することが可能である。
　図 4に入力 A，Bに対する出力 A･（A＋B）について，
入力が揃ってから処理を実施する現在の連動装置をベー
スとした処理と，3値論理を用いた非同期動作のタイム
チャートを示す。ここで図 4下図のφは「不定」を表す。
従来の手法では A，Bそれぞれが「0」と確定した「00：
10」の段階で出力が確定したが，3値論理では，Aが「0」
と確定した「00：08」で出力が得られる。

図3　連動論理部間の連携を可能とするシステム構成 図4　非同期連動処理の例
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4．各構成要素の機能仕様の検討

　図 3に示したシステムを構成する各部の機能仕様を
検討した。上流となるコントローラ，連動論理処理の中
心となる連動論理部，そして現場機器と接続される現場
端末の順にその検討結果を説明する。

4. 1　コントローラの機能仕様
　本章では，3.3節で紹介したコントローラの機能仕様
について検討した結果について述べる。検討の前提とし
て，コントローラは複数台を設置可能とした。また，コ
ントローラと連動論理部の関係は 1：nの関係とした。
すなわち各コントローラに対して，その配下となる連動
論理部が複数台存在し，逆に連動論理部から見たコント
ローラは特定の 1台となる。
4. 1. 1　コントローラ相互の死活監視，データ共有機能
　コントローラは相互にその死活監視を行う。また，コ
ントローラや連動論理部のリストおよびその状態，連動
論理データやセグメント割り当てデータを共有する。こ
の死活監視とデータの共有は同じ枠組みの中で実施す
る。コントローラのうち，任意の 1台をマスタコント
ローラ，その他をスレイブコントローラと定め，マスタ
がスレイブに対して順次問い合わせを行う，マスタ－ス
レイブ方式でのポーリングを基本的な死活監視の仕組み
とした。
　死活監視とデータ共有の基本的な流れを図 5に示す。
マスタコントローラは保有するデータのリストをスレイ
ブコントローラに送る。スレイブは，自身が保有するデー
タと比較しマスタよりも新しいデータのリストを，自身
および配下の連動論理部の状態と合わせてマスタに返送
する。マスタからの保有データリストに対して，スレイ
ブが保有していないデータがあった場合は，マスタに別
途データの要求をし，スレイブにダウンロードする。逆
にスレイブが保有するデータの中にマスタが保有しない
情報があれば，返送されたリストに従い，マスタがスレ
イブに要求を送りダウンロードする。
　コントローラ間の死活監視において，マスタからの問

い合わせに対し，スレイブから反応が一定時間返ってこ
ない場合は，マスタがスレイブの故障と判断する。一方，
スレイブにおいてマスタからの問い合わせが一定時間来
ない場合は，マスタの故障と判断する。この場合，残さ
れたスレイブの中から新たにマスタを選定する。
4. 1. 2　マスタ権の選出およびマスタ統合機能
　マスタ故障時の新マスタ選出にあたっては，選出ルー
ル（例えば，IDが若いサーバを選定する）を決めたう
えで，その選出ルールで最優先となるサーバがマスタと
して立候補し，それを承認することで，以後そのサーバ
がマスタとして動作するというのが基本的な考え方であ
る。この新マスタ選出にあたって，コントローラが動作
していないなどの理由で，一部コントローラからのマス
タ承認が得られない可能性も想定されるため全コント
ローラからの承認は必須とはしない。一方，スレイブが
停止している間にマスタが交替した場合などで，旧マス
タからの死活監視問い合わせが停止している間に別のコ
ントローラからの死活監視問い合わせがある場合は，そ
のコントローラをマスタとして認識するものとする。
　ここでコントローラの故障判定を通信の有無で判断し
た場合，ネットワークの障害と装置の故障とが区別でき
ない。そのため，ネットワークの障害が発生しコントロー
ラが 2つ以上のクラスタに分離した場合は，実際にはマ
スタが動作し続けているのにも関わらず，マスタから分
離されたクラスタにおいて別途マスタが立ち上がること
になる。つまりネットワーク分離を考慮すると，再統合
の際のマスタ統合処理について検討が必要となるが，こ
れらの処理についても手順を定めた。
4. 1. 3　連動論理部の状態監視
　各コントローラは配下の連動論理部のリストを所有し
ており，そのリストに従い配下の連動論理部に対しポー
リングをかける。連動論理部に対して現在のセグメント
割り当て状態を送るとともに，連動論理部の自身および
セグメントの状態に対する照会をかける。連動論理部は，
それに対して応答をする。
4. 1. 4　監理端末（コントローラネットワーク上の仕様）
　コントローラが連動論理部の死活監視を行うとはい
え，連動論理部はコントローラが停止しても動作し続け
る前提としている。しかしコントローラが停止すると，
その配下の連動論理部の死活監視機能も停止してしま
う。そこでコントローラによる連動論理部の状態監視機
能を補う装置として監理端末を設ける。
　監理端末はコントローラ用ネットワークと連動論理用
ネットワークの双方に接続し，連動論理部の死活監視を
行うものである。仮にコントローラが停止しても，監理
端末が連動論理部の状態を取得し，他のコントローラに
その情報を送ることで，連動論理部が停止した場合でも
それを検出することが可能となる。図5　コントローラ総合の死活監視とデータ共有
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　コントローラが停止している場合にその配下の連動論
理部に新しいセグメントを割り当てたり，すでに割り当
て済みセグメントの解放を行ったりすることはできない
が，さらにその連動論理部の一部が停止した場合にはそ
の代替となる新しいセグメントの割り当てを他のコント
ローラ配下の連動論理部に行うことが可能となる。
　監理端末が全ての連動論理部を監視できるとは限らな
いため，監理端末についても複数台配置して，それぞれ
が，担当範囲の連動論理部の状態を監視する形をとる。

4. 2　連動論理部の機能仕様
　連動論理部は，連動用ネットワークを介して，現場端
末からの表示情報を受信し，各駅の連動論理処理を実行
し，現場端末へ制御情報を送信する。クラウド型連動装
置における連動論理部の機能は，大きくセグメント機能
と連動論理処理機能に分けられる。
　連動論理部のセグメント機能は，上位のコントローラ
の持つセグメント割り当て機能と連動論理部の状態監視
機能によってセグメント割り当て状態を受信し，連動論
理部の計算資源を割り振るものである。図 6に，1台の
連動論理部全体の状態遷移図を示す。現在の一般的な電
子連動装置では，連動論理データの変更時に，連動論理
部の再起動を行うのに対し，クラウド型連動装置では連
動論理部自体の再起動は行わず，定常処理中に駅単位で
初期化を行うのが特徴である。
　連動論理処理機能については，駅単位に割り振られた
計算資源の中で，現場端末から受信した表示情報を解析
し，連動論理を適用し，制御情報を生成する，連動装置
の中核となる機能である。クラウド型連動装置において
は，現場端末と連動論理部が非同期で動作を行う非同期
連動処理に対応している点が特徴である。
4. 2. 1　セグメント機能の詳細
　セグメント機能においては，セグメント間で相互に影
響する部分を最小化することが安全性，アベイラビリ
ティの観点で重要である。このため，計算資源の分割と
保護の考え方について整理を行った。
　大規模な駅等では，1つの駅の処理に複数のセグメン

トを使用する。このため，1つの駅用に割り当てられた
セグメントの組を「タスク」として定義し，同一のタス
クに所属するセグメントに対し，コントローラ側でコン
テキスト IDを付与する方法を採用した。なお，各セグ
メントで状態の復元，保存を行うため，同一タスクに属
するセグメントが連続している必要はない。
　連動論理部は，OSに相当する基本機能によって，セ
グメント単位の一定時間毎にタスクを切り替えながら実
行する。各処理は，時間内に完了することを前提とする
が，異常の発生により完了しない場合には，基本機能に
より処理時間に応じて強制的にタスク切り替え（プリエ
ンプション）を行う。当該タスクは異常検知状態となり
入出力は停止する。ただし，現場機器における安全は現
場端末側で確保する仕組みとなっているため問題はない。
　計算資源のうちメモリ（不揮発性の ROMと揮発性の
RAM）については，セグメント単位で独立した領域を
固定的に確保し，他のタスクからはアクセスできないよ
うに保護する。なお，クラウド型連動装置は連動論理デー
タを変更する際に，連動論理部自体の再起動は行わない。
このため，クラウド型連動装置では，RAM上のデータ
が主体であり，ROM上のデータはコントローラが停止
中でも連動論理部を起動可能にするためのバックアップ
として機能する。
　図 7にセグメント（タスク）の初期化から解放までの
状態遷移を示す。各タスク内で異常を検知した場合には，
連動処理を停止し，セグメントを解放する。この解放は，
新たにセグメント割り当てが可能な状態にすることを意
味し，データの消去等は行わない。これは故障原因究明
等のために状態保持できるようにするためである。
4. 2. 2　非同期連動処理の詳細
　非同期連動処理については 3.4節で紹介したが，非同
期連動処理をフェイルセーフ CPU上で実装できるよ

図6　連動論理部の状態遷移図 図7　セグメントの状態遷移図
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う，時間の扱いについて具体化を行った。非同期連動処
理では，現場機器の状態が変化した時刻，その情報が連
動論理部で受信された時刻，その情報を使って制御出力
を決定する時刻が，それぞれ異なる。このような時間の
概念に対処するために，連動論理部内部の時間体系を定
義した。図 8にその概念を示す。図 8は，現実時刻，
内部先端時刻，参照時刻，内部後端時刻の 4つの時刻を
示しており，現実時刻以外は，タイムスタンプに基づく
時刻である。内部後端時刻は，全ての入出力が確定して
いる時刻であり，これより過去は，既に全ての状態が確
定しているため再計算が不要である。内部先端時刻は，
連動論理部が受理している最も現実時刻に近い入力の時
刻であり，これより未来は，情報不足で状態の確定が期
待できないため計算が不要である。このように，連動内
部時間を有限の範囲に設定することで，ある現実時刻に
おいて，不要な処理の実行を避けることができる。参照
時刻は，連動論理部が連動論理の計算を行う連動内部時
間における時刻である。連動論理部は，1処理周期のタ
スクに割り当てられた時間の許す限り，内部後端時刻と
内部先端時刻の間で参照時刻を走査させながら，出力を
確定させる。また，仮想的なリレー単位でタイムアウト
判定を行う仕様とした。

4. 3　現場端末の仕様
　現場端末は，軌道回路や信号機，電気転てつ機などの
現場機器の制御や表示情報の取得を行う。そのため，①
制御情報の受信，②優先度に従った制御情報の処理，③
制御情報の照査，④現場機器の制御，⑤現場機器からの
表示の取得と出力に関する処理機能を備える。クラウド
型連動装置では，信号機器室や器具箱等に現場端末を配
置して多数の現場機器を集中制御する形態と，現場機器
内やその近傍に現場端末を配置して 1台～数台の現場
機器を制御する分散的な形態のいずれも取りうる。した
がって，機能仕様は両形態に適用できるものとした。
　現場端末に対し，複数の連動論理部から出力される制
御情報に不一致があった場合の異常検出の機能について
は，4.1節において紹介したコントローラによる連動論

理部の死活監視機能を補う監理端末に設けた。
4. 3. 1　�制御情報の受信，優先度に沿った制御情報の

処理
　連動論理部から送信された制御情報は，現場端末です
べて受信する。一定時間周期で処理を行う現場端末は，
処理周期のはじめに受信した制御情報から自端末が属す
る駅の制御情報の有無を判定し，該当する制御情報が含
まれる場合は表示情報の出力を行う。また，端末配下の
現場機器に対する制御情報が含まれる場合は，制御情報
の照査を行う。また，上記のいずれにも関係しない制御
情報については破棄する。
4. 3. 2　制御情報の照査と現場機器の制御
　通常，1つの連動論理データは複数台の連動論理部で
演算を行うため，現場機器に対する制御情報は複数の連
動論理部から送信される。複数の連動論理部から送信さ
れた制御情報のうち，制御情報に付与された「優先度」
が最も高いものを現場端末側で選択して制御に用いる。
　また，現場端末は複数の連動論理部からの制御情報を
受信し，情報の不一致や不着が検出された際には監理端
末に通知する。各連動論理部の演算や制御出力のタイミ
ングは非同期であり，かつネットワーク上の遅延の影響
を各制御情報が受けるため，現場端末への制御情報の到
達は同期しない。そのため，情報の不一致や不着の検出
は制御情報のタイムスタンプ時刻に基づき行われる。ま
た，情報の不一致や不着は監理端末に伝達する。
4. 3. 3　監理端末（連動用ネットワーク上の仕様）
　監理端末は，コントローラによる死活監視を補うもの
であるが，連動用ネットワークにおいては動作ログの取
得とその解析による連動論理部の動作判定を行う。さら
に現場端末から送信される連動論理部からの制御情報の
不着や不一致に関する情報を受信する。監理端末はセグ
メント割り当てデータを用いて，制御情報の不着や不一
致が発生した論理部とセグメントを特定する（図 9）。
　こうして異常を検出した際に，これを取得した監理端
末がコントローラ用ネットワークを通じて連動論理部の
動作状態をコントローラに共有する。

図8　連動内部時刻の定義と出力確定手順

図9　監理端末による連動論理部の不良判定
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5．クラウド型連動装置の実現性の検討

5. 1　コントローラ機能仕様の検証
　コントローラの機能について，モデル検査手法を利用
して機能検証を実施した。モデル検査とは，システムを
記述したモデル（一般的に状態遷移モデルとして記述さ
れる）の性質を計算機により網羅的に調べる手法の総称
である。古典的なモデル検査手法ではあるが，元々が通
信プロトコルの検証手法として開発が進められた
SPIN8）を使用して，コントローラ機能，例えば死活監
視の問い合わせ，マスタが停止したときの新マスタの再
選定，さらにはネットワーク分離時やマスタ統合時の振
る舞いについて検証を実施し，仕様に問題ないことを確
認した。

5. 2　非同期連動処理
　連動論理部における非同期連動処理に特化したシミュ
レータを作成し，その実現性を確認した。シミュレータ
では伝送遅延の発生をシナリオ形式で設定可能とし，実
際的な条件設定でのシミュレーションが可能である。
　シミュレーション事例として列車追跡機能の例を示
す。車両追跡論理は，車両の移動に伴う隣接軌道回路の
状態変化を参照することで，軌道回路の状態を不正落下
と不正扛上を含む 5状態で表現するものである。ここ
で，隣接軌道回路の落下から当該軌道回路の落下までの
時間（進入時隔）が，既定値（ここでは 0.9秒）未満の
場合に，車両による短絡ではないと判断して不正落下と
する論理があるが，この時間が 0.5秒の不正な時に当該
軌道回路の落下の情報が 1秒遅延しても，見かけの時間
によらず不正落下を誤りなく判断できることを確認し
た。このように，非同期連動論理処理が時間の判定が必
要な論理を含めて問題なく適用できることを確認した。

5. 3　全体構成のシミュレーション
　クラウド型連動装置のコントローラ，連動論理部，現
場端末，監理端末の機能を模擬するシミュレータを構築
した。シミュレータは，コントローラや連動論理部の停
止，ネットワークの分断や統合に伴うマスタ選定やセグ
メント再割り当てに関する動作のほか，連動論理部内の
3値論理に基づく論理演算，非同期制御，制御情報と表
示情報の授受，現場端末における制御情報の照査，現場
機器の制御模擬（シナリオデータや制御情報に基づいた
表示出力，制御情報のログ記録等），監理端末による連
動論理部停止の検出に関する機能と動作を模擬する機能
を備える。また，ネットワーク上の通信遅延に対する動
作への影響についても評価する機能を持つ。
　セグメント再割り当て動作に関しては以下のとおりで
ある。コントローラ配下の連動論理部の停止の検出と，

マスタコントローラによる稼働中の連動論理部上へのセ
グメントの割り当てを行い，セグメント割り当てデータ
を各コントローラに配信し連動論理部上で動作を開始す
る，一連の動作がシミュレータ上で行われている事を確
認した。

6．まとめ

　連動装置の論理処理をクラウド環境上に構築するクラ
ウド型連動装置について検討した。提案したシステムは
コントローラ・連動論理部・現場端末の 3階層からなる。
各連動論理部の処理周期をセグメントと呼ばれる単位に
分割し，セグメント毎に連動論理処理を独立して行わせ
る。また，連動論理データはコントローラで保有し，処
理対象の動的割り当てと連動論理データのアップロード
をコントローラで行う。また，同一のデータを複数の連
動論理部で処理させ，その結果を現場端末に集めること
で連動論理処理の多重化を実現する。必要な処理量に応
じて連動論理部増やせるスケーラブルな構成と連動論理
処理の独立性が特徴となっている。また，伝送遅延の対
策として非同期論理処理についても提案した。
　なお，本報告では連動装置を対象としているが，個々
の階層内で検討された処理方法を活用することで，他の
システムへの適用も可能であると考える。
　連動装置のクラウド化の最終形は，連動論理部に汎用
CPUを使う技術を確立することで実現すると考えてい
る。この場合，連動論理部そのものがクラウド上に仮想
化されると考えられるが，汎用 CPUを用いてフェイル
セーフを確保する技術については，引き続き検討を行う。
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